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研究成果の概要（和文）：流域環境が悪化するなか、国内の各地で、農林漁業に関連する協同組合陣営や生活協同組合
などが連携して河川流域の環境再生活動を行っている。本研究では、こうした環境再生活動を、流域圏にある農山漁村
の地域経済を支える非市場部門の要と捉えることで、地域政策の在り方を探りつつ、環境再生活動の財政支援の論拠を
検討した。

研究成果の概要（英文）：To address the destruction of the basin environment, collaboration between 
regional bodies dealing with issues relating to agriculture, fisheries, forestry, and such bodies as 
consumer cooperatives has gained momentum. This study clarifies the theory underlying financial 
assistance in support of environmental regeneration, based on the understanding that the non-market 
sector is pivotal in propping up the regional economy.

研究分野： 農業経済
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１．研究開始当初の背景 
 
今日、流域圏内にある森林組合、農協、漁

協、河川漁協、市民団体、そして自治体など
が利害関係を超えて連携して、流域圏の環境
再生活動に取り組む事例が散見されるよう
になった。 
異業種の組織間のネットワークを形成し

て取り組む彼らの活動は上流域から下流域
までの流域圏の環境保全を促す活動として
注目されており、これまでも社会科学の研究
対象として取りあげられてきた。 
それらの研究は、環境再生活動の有効性や

制度的課題を検討するものが多く、その立脚
点は公共財である河川流域の保全を如何に
図るかであった。 
たとえば、流域圏のコミュニティ・レベル

を基礎としながらも環境税など費用負担に
関連した内容（藤田香（2008）），河川整備
計画に関連した内容（中村正久（2008））な
ど，主として税制や流域委員会制度など管理
制度の枠組みが研究の対象となっていた。 
しかし、自然を利用して生業を成り立たせ

ている農林漁業者らの視点に立つと、その活
動は、環境再生とは言え、自らの仕事と暮ら
しとどのように関係していくのかが大事で
あり、地域経済的視点が欠かせない。 
 他方，筆者は，これまで酪農地帯において
農協・漁協・森林組合・市民団体が連携して
いる北海道西別川流域の事例（濱田武士
（2008））や、農協・漁協・森林組合・市民
団体・行政組織などが連携している山口県の
椹野川流域の事例（濱田武士（2011））を対
象に，流域圏に関する調査を実施し，環境再
生活動がどのような過程を経てどのような
地域マネジメント（行政機構に囚われること
なく、地域の産業界や住民が連携して主体的
にかつ組織的に地域活性を図るための新た
な取り組みを計画、運営、管理すること）の
もとで実施されてきたかを調査検討してき
た。 
 以上の研究を通して、これらの事例には、
次のような特性があることが明らかとなっ
た（濱田武士（2012））。 
 
①農業開発も含めた国土開発により、河川環
境が悪化し、漁民と農民、漁民と河川開発行
政との利害対立が明確とるプロセスがあっ
たこと。 
 
②利害対立の調整や紛争解決は行政手続き
のようなものしかなく両者の睨み合いは解
消されなかったこと。 
 
③しかし、地域社会の成熟化と農林水産業の
衰退に伴って、流域環境を巡る利害関係組織
（森林組合、農協、漁協など）によるネット
ワークが形成されて、そのネットワークによ
る環境再生の取り組みが実践されるように
なったこと。 

 
④環境再生活動は、各セクターの参加動機は
異なるものの、地域マネジメントの下で、流
域問題が共有され、水資源を挟んで対立する
セクター間の相互理解を進めたこと。 
 
⑤このネットワーク形成においては自治体
の後押しも重要だったこと。 
 
しかしながら、環境再生活動には「地域づ
くり」の視点が不可欠としていたにもかかわ
らず，「異業種のネットワークによる環境再
生活動が地域経済の再生産にどのように関
係するのか」という点については十分に追究
できていない。その理由は、地域の視点が欠
けていたからである。 
 
２．研究の目的 
 
本研究は，以上の研究動向と筆者自身のこ

れまでの研究成果を受けて，異業種ネットワ
ークによる環境再生の活動が当該地域の地
域経済とどのような関係を形成し得るのか、
また地域政策として何が求められるのかを
考究する。 

 
３．研究の方法 

 
地域経済学では、地域は、自然的、経済的・
文化的複合体として捉え、経済に偏らない総
合的な視点から地域運営を考えるべきだと
している（中村剛治郎（2005））。 
つまり、経済発展は市場部門の活性を常と
するが、それに偏りすぎると非市場部門であ
る自然や文化を壊しかねないため、市場部門
と非市場部門との「総合性」が問われるとい
うことである。 
そこで、地域における市場部門と非市場部
門の総合性を判断するには、市場部門と非市
場部門の関係を明らかにしておく必要があ
る。それは、地域内の人間と人間，人間と自
然との間にある関係の在り方を問うもので
もある。 
この考え方にしたがって，流域圏の非市場
部門のなかで、異業種ネットワークによる環
境再生活動がどのような役割を果たしてい
るかを分析し、政策課題を抽出する。 
 
調査対象は，北海道根釧台地の流域圏，山

口県椹野川流域、佐賀県内の河川流域、北海
道網走川流域圏とそのなかで行われている
環境再生活動とする。 
 
４．研究成果 
 
１）開発がもたらした対立の構図と 

改善策・対応策の現状 
 

 流域圏における環境悪化は、林野の開発、
農地の開発、河川開発、都市開発など複数の



開発によってもたらされている。それぞれの
開発は、それぞれの分野の目的を満たすため
に行われてきたが、それが異分野に負の影響
を与えてきた。 
 たとえば、林野の開発、その後の林業の衰
退そして山林整備の放置により森林は涵養
機能を弱めている。また、治水・利水のため
のダムや河口堰の開発は、林野から供給され
る栄養塩を堰き止め、河川改修・護岸工事は
より水棲生物の生息域を壊し（同時に遡河魚
種、降河魚種の環境が奪われ、漁業資源にも
影響）、居住区域の都市開発は家庭排水（合
成洗剤や油分の河川流入）や工場廃水を増や
し、河川の水質を悪化させた。農地開発（土
地改良事業）は、圃場表面からの肥料・土砂
流入を増やし、河口域の魚介藻類の育成環境
を悪化させた。 
 水資源が減ることで農業者や水利用者が
危機を感じ、河川水質が悪化することで生活
者がそれまでの水辺の生活・余暇環境を失い、
また河口域や河川で営む漁業者の生業が脅
かされる。 
 このような開発により形成される異業種
別の利害関係を人間関係に置き換えると、次
の図のようになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
流域環境をめぐる開発は、自然のなかで循

環する水資源と社会との関係を変えるだけ
でなく、地域内の異業種の対立・紛争の火種
を形成させた。つまり、産業、生産基盤の強
化、都市機能の高度化は、地域の総合的発展
をもたらすものではなく、むしろ、自然資本
と結合している人間の営みを壊すことにな
った。 
流域圏にある非市場部門、とくに自然を介

した人間諸関係を考慮せずに、市場部門の発
展を促せば、以上のような地域問題が浮上す
る。この地域問題が顕在化している場合は、
紛争解決に向けての対応が進められる。たと
えば、根釧台地では農業・漁業紛争を自治体
が対応した。しかし大規模開発による地域問
題だったゆえに紛争解決は容易ではなく、農
民・漁民の対立から協調へと進ませることが
できたのは両者の間に自治体が入って環境
再生活動を主導してからであった。網走市や
山口市（椹野川流域）では、根釧台地のよう

な紛争には至らなかったが、林野の劣化が漁
場を悪化させているとして、自治体が漁民の
訴えに対応して、上流域の農協や森林組合に
働きかけて流域環境の再生活動を始めた。地
域問題が深刻であればあるほど、自治体の対
応力が問われるということになる。 
翻ると、政府機関を筆頭にした縦割り行政

による諸分野の振興が流域圏内の異業種・分
野別諸関係を分断してきた。それゆえ、この
関係を中立的な立場から改善していけるの
は当該地域の自治体にしかない。 
とはいえ、自治体の部署も縦割り組織にな

っているために流域圏内のセクター間を結
ぶ横断的な機構は基本的には存在していな
い。しかも、流域圏が複数の市町村に跨がる
こともある。 
そこで、この問題に対応するために、関係

自治体は、官民一体化した連絡協議会を設置
して、植林や干潟再生などの環境再生活動を
実施している。 
 
２）環境再生活動内にみる異業種関係と 
  地域視点からの可能性 
 
環境再生活動に参加する動機は、分野ごと

に異なる。 
漁業者にとっては生業と直結しているこ

とからもっとも動機がはっきりしている。 
農業者にとっては水資源不足が生業に直

結するため参加の動機がはっきりしている
が、上流域での再生活動への参加動機はあっ
ても、生業と直結しないことから下流域への
再生活動の参加動機は弱い。もっとも、農業
の経営構造が拡大基調である場合は、参加動
機をもてないということもある。 
山林所有者は、所有する山林が経済林とし

ての価値を失っていると、参加動機が弱いが、
山林の整備が環境再生活動で進められるこ
とについては協力的になりうる。 
市民は、もともと水辺環境に関心があるこ

とから動機は強いが、参加者数を拡大できる
かどうは様々な工夫が必要となっている。そ
の一例として地域通貨付与の例（椹野川流域
では環境再生活動の参加者に地域通貨が付
与されていた）がある。 
一方、佐賀県の協同組合女性連絡協議会で

は、消費者と農業者と漁業者が一緒になって、
石けんの普及活動を進めると共に、毎年一斉
に県内の河川の水質測定を行い、毎年大々的
な集会を開いて皆で河川の状態を確認して
いる。1991 年から継続している。 
河川環境への生活者の「責任」という視点

から女性で繋がるこのような例もある。 
だが、参加動機は基本的に業種ごとに異な

るゆえに、何らかの牽引力がないと、環境再
生活動の継続は難しい。 
 とはいえ、参加が任意であるがゆえに、異
業種交流がうまくいけば、環境再生活動は対
立を乗り越えた効果を生み出す可能性があ
る。 



 その第一は、知り得ない異業種の状況を相
互に学びあうという点である。農業者が漁業
の現況を知ったり、漁業者が農業のことを知
ったりということである。同じ一次産業とし
て共通する問題を共有でき、一方で同じ一次
産業でも似て非なるそれぞれの問題を知り、
生産者は自らの在り方を考えようという機
会を得ることになる。 
第二に、こうした学びあいの交流を通して、

農業者が家畜の屎尿糞尿処理や農業排水に
気を遣うようになったり、市民が水資源に立
脚している漁業のことを知って合成洗剤を
使わないようになったりなど水環境に対す
る責任ある行動をとる人が増える。 
第三に、生産者が農作物や水産物を関係者

に贈与するなどの新たな互酬関係が形成さ
れる点である。 
このような効果は現状では部分的である。

だが、異業種の相互関係が地域のなかで拡大
すれば、流域圏は、自然、経済、文化のバラ
ンスがとれた、異業種が共生する、豊かな地
域に再生する可能性がある。 
しかし、環境再生活動は、概ね公共性の高

い活動であることから、公共機関からの財政
支援や、民間基金の援助を受けて実施されて
いる。さらに、それらの予算は時限付きある
いは単年度予算である。それゆえ、予算獲得
自体が活動継続の条件になっており、継続性
が担保されていないということになる。 
環境再生活動の継続と拡大をどう図るか

が、地域政策の課題となろう。 
 
３）環境再生活動と地域経済、地域政策 
  
 農林漁業は、市場部門の取引を通し、収益
がでることで産業として維持される。収益性
が落ちると衰退するし、消滅することもある。
しかし、市場部門だけが農林漁業を産業とし
て維持させるものではない。圃場、林野、漁
場などの非市場部門が劣化すれば農林漁業
と市場部門との関係も成り立たなくなるか
らである。しかも、圃場、林野、漁場は、た
とえば林野が荒れると、圃場にも、漁場にも
負の影響が及ぶという関係にある。それゆえ、
非市場部門にある圃場、林野、漁場をつなぐ
関係を再生することが、流域圏の地域経済の
再生に必要条件となる。 
 異業種ネットワークによる環境再生活動
は、さまざまな開発によって対立関係となっ
た人間関係を交流と協働によって調和・共生
へと導く可能性をもっている。これは圃場、
林野、漁場の関係を改善する非市場部門の要
であり、市場部門を支える要ともなる。痛ん
だ非市場部門をどう健全化させるかが、市場
部門の在り方、農山漁村の地域経済の在り方
を決めるということになる。 
 したがって、農林漁業の経済のなかに環境
再生活動を内部化できるような状況が整っ
ていない限り、地域行政は環境再生活動への
財政支援を欠かせない。もちろん、その財政

支援は、市場部門の活性化に直結しない。だ
が、非市場部門を再生させなければ、市場部
門の再生もあり得ないどころか、ますます悪
化させる可能性がある。 
環境再生活動への財政支援は、流域圏の地

域経済政策として十分な論拠を持ちうる。 
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